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市町村保健活動調査結果 抜粋  

（H19年3月末調べ）  

社団法人 全国保健センタ←連 

調  査・研 修 部  
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1調査研究の方法と対象  

1・1調査方法   

例年、全国保健センター連合会が実施している質問紙調査である「保健センター及び類  

似施設調査表」と併せて、「保健活動調査表」を実施した。  

1－2調査期間   

調査期間は、‘平成19年3月20日からとし、’H19年7月10日到着分までを分析した。  

1－3調査方法と対象   

質問紙法による全国調査を実施し、結果について分析・考察を加えた。  

全国 市町村及び東京都23区（便宜上「市」として計上）合計1827市町村に調査用紙を  

保健担当課あてに郵送し調査協力を依頼した。記入は保健活動に直接従事している職員に  
記入してもらうよう付記した。  

1・4 調査時点  

平成19年3月31日現在での記入を依頼した。  

1・5回収方法と回収率   

回収においては、各都道府県担当課に取りまとめの協力を得た。調査に協力を  

待られた市町村は1471市町村で回収率は全体で80．5％であった。  
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2 調査結果  

2－1都道府県別回収状況   

回収率には都道府県によって42．9％～100％のばらつきがあった（表・1）。  

表1都道府県別回収状況  

回収率  

（％）  

回収率  

（％）  

都道府県名 発送数  回答数  都道府県名  発送数  回答数  

北海道  180  

青森  40  

岩手  35  

宮城  36  

秋 田  25  

山形  35  

福島  60  

茨城  44  

栃木  31  

群馬  38  

埼玉  70  

千葉  56  

東京  62  

神奈川  33  

新潟  35  

富山  15  

石川  19  

福井  17  

山梨  28  

長野  81  

岐阜  42  

静岡 42  

愛知  63  

三重  2g  

173  96．1  滋賀  

39  97．5  京都  

33  94．3  大阪  

36   100  兵庫  

22  88．0  奈良  

28  80．0  和歌山  

32  53．3  鳥取  

41 93．2  島根  

30  96．8  岡山  

32  84．2  広島  

65  92．9  山 口  

51 91．1  徳島  

51 82．3  香川  

24  72．7  愛媛  

29  82．9  高知  

14  93．3  福岡  

12  63．2  佐賀  

17   100  長崎  

15  53．6  熊本   

77  95．1  大分   

30  71．4  宮崎   

30  71．4  鹿児島   

46  73．0  沖縄  

26  22  84．6   

26  15  57．7   

43  29  67．4   

41  27  65．9   

39  27  69．2   

30  30  100   

19  9  47．4   

21  14  66．7   

27  23  85．2   

23  13  56．5   

22  19  86．4   

24  13  54．2   

17  17  100   

20  18  90．0   

35  15  42．9   

66  43  65．2   

23  15  65．2   

23  23  100   

48  42  87．5   

18  11  61．1  
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4
 
 

30  100   

32  65．3   

28  68．3  

29  100   合′l詳  
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2－2 児童虐待（予防）ネットワークの有無  

．児童虐待（予防）ネットワークがあると回答した市町村は1151市町村で、全体で78．2％で  

あった。   

都道府県ごとにみると、回答市町村のうち、ネットワークが「ある」とした市町村が100％  
であったのは、神奈川県、大阪、福井、広島の4府県であった（表・2）。  

（ただし、本調査に関する回答率が福井は100％であったのに対し、広島県の回収率は  

56．5％に止まっているため、比掛こは慎重さを要する）。  

表2都道府県別ネットワークの有無  

都道府県名 合計  都道府県名 合計  ある  ない 無回答  無回答  
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2・3児童虐待（予防）ネットワーク会議の有無（ブロック別）  

ブロック別では、「東海・北陸・近畿ブロック」で88．4％が「ある」回答したのに対し、  

「九州ブロック」では68．8％であった（図1）。  

0％  10％  20％  30ま  40，i 50％  60％  70％  80％  90％ 100％   

北海道・東北ブロック  

関東・甲信趨ブロック  

東海・北陸・近畿ブロック  

中国・四国ブロック  

九州ブロック  

図1ブロック別ネットワークの有無  

2－4児童虐待（予防）ネットワーク会議の有無（人口規模別別）  

人口規模別では、保健所設置市では、96．9％が「ある」と回答したのに対し、人口5千人  

未満では「ある」と回答した自治体が51．7％に止まっている（図2）。 

0％  20％  40％  60％  80％  100％   

5千人未満   

一1万人未満   

一2万人未満   

－5万人未満   

～10万人未満   

10万人以上   

保健所設置市  

図2 人口規模別ネットワークの有無  
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2－5ネットワーク会議の事務局  

児童虐待（予防）ネットワークがあると回答した1151市町村に、ネットワークの事務局を  

尋ねた設問では、「市町村の福祉部局」が担っている市町村が最も多く81．1％、ついで「市  

町村の保健部局」が11．8％、「市町村のその他の部局」が10．0％となづている（表3）。  

表3 ネットワーク会議の事務局  

ネットワーク事務局を担っている機関  回答市町村数  
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1
 
 

市町村の福祉部局  

市町村の保健部局・  

市町村その他の部局  

その他  

市町村以外の公的機関  

財団法人や社団法人  

NPO  

無回答  

2・6ネットワーク会議の開催回数   

ネットワークがあると回答した1151市町村に、会議の開催回数を尋ねたところ「必要  

時何度でも」実施すると回答した市町村は413市町村と最も多く35．9％に上り、ついで「年  

に1～2回」と回答した市町村が373、32．4％であった。会議を開催していない市町村は、  

52市町村4．5％であった（図3）。  

32．ヰt  

・J  

図3ネットワーク会議の開催回数  
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2づネットワーク会議のメンバー  

ネットワーク会轟に参加している機関を尋ねた項目では、「市町村の保健部局」の参加が  
最も多く93．7％、ついで「市町村の福祉部局」が91・6％、「児童相談所」が86・4％となって  
いました。民生児童委員や保育所・幼稚園、小中学校、保健所、警察、医師会など、様々  
な機関と連携し開催されている（図4）。  

0．0   20．0   40．0   60・0   80・0  100・0  

市町村の保健部局  

市町村の福祉部局  

児童相談所   

民生児童委員  

保育所一幼稚園           ／ト中学校  

保鍵所  

市町村のその他の部局  

警察  

医師・医師会  

子育て支援センター  

社会福祉協議会  

その他  

母子保健推進員や愛育班の地区組織  

児童館  

自治会・町内会  

弁護士・弁護士会  

発達支援センター  

子音でサークルやボランティア  

ファミリーサポートセンター  

無回答  

図4 ネットワーク会議参加のメンバー  
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2－8ネットワーク会議で行われている内容   

ネットワーク会議で行われている内容は、「ケースの検討」が最も多く937市町村81．4％、  

次いで「関係者向けの研修や情報交換」が730市町村63．4％であった（表4）。  

表4 ネットワーク会議で行われている内容  

者
 
の
 
 

係
 
け
 
 

関
 
向
 
 

捷青  

書・意見  

書など  

の策定  

断
 
 
研
 
 
 

ス
 
村
 
 

】
 
検
 
 

ケ
 
の
 
 

合 計  その他  無回答  

交
 
 

報
 
換
 
 

情
 
 

115l  28  47  52  

2．4  4．1  4．5  100．0  

2－9母子保健事業実施上の課題   

「母子保健事業を市町村で展開する上で、課題となっていることがありますか」の問い  
では、1409市町村、95．8％が「ある」と回答。そのうち、「上位3つ」の課題を選択した  

回答では、59．7％の市町村が「職員の人手が足りない」を上げ、ついで「他の業務で、十  

分手が回らない」が45．8％、「様々な計画や事業が市町村の責務となり追われている」が  

44．1％、「財政難のため十分な事業が行えない」が26．8％と、市町村のおかれている厳しい  

現状が浮き彫りとなっている。  

50．0   80．0   70．0  0．0  10．0   20．0   30．0  40．0  

職員の人手が足りない  
他の乗務で、十分辛がまわらない  
事業が責務となり、追われている  
財政難のため十分な事菓が行え   
委託できる資源や委粍先がない  

アドノくイザーなどがいない  
地域の課題が明確になっていない  

ヰ所・施扱が十分ではない  
自己研績や資質が十分ではない  
自治体内や庁内の理解が得られ  
保健所などの支援が得られにくい  

その他   

図5母子保健事業実施上の課題  
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